
SOLAR WEEK 2025 セッション２ 基調講演

インフレ時代の再エネ支援策
～風力発電の事例から考える～

2023年11月5日(水)

野村コンファレンスプラザ日本橋／三越前６F 大ホール

諸富 徹(京都大学公共政策大学院)



再エネ目標と現実のギャップ
をどうするか

～資源エネ庁／調達価格等算定委員会の議論から～



再生可能エネルギー大量導入・次世代電力ネット
ワーク小委員会(第74回，2025年6月3日)資料1より





























洋上風力をめぐる諸問題から考える



三菱商事の撤退問題

• 三菱商事Gの落札価格(11.99：由利本荘～16.49：銚子)は競
合の5～8割、入札上限価格(29円／kWh)に比して4～6割と
いう驚くべき低さ

• 29円は、政府が欧州の実情を参考にLCOEに相当する金額
として算出。これを半分にできるということは、画期的なビジ
ネスモデルでもない限りきわめて困難(25円で採算ラインぎ
りぎり)

• 現実的には、資本費すらカバーできない水準。その問題性
が、その後のインフレで激化

• R1の結果が、R2・R3の「ゼロプレミアム入札」の流れを創出

• 日本の洋上風力はまだ揺籃期なのに、いきなり政府支援な
しの「マーチャント・プラント」として自立を求められた状態

• 公募プロセスにおける価格重視の評価基準(価格120点、事
業実現性120点)



R4に向けての支援策見直し

• 海域占用期間を現行の30年から40〜50年程度まで
延長することで、採算性を実質的に引き上げ

• セントラル方式の導入は、予定されていたとはいえ、
評価できる。だが、どれだけ精度の高い調査が可能
かが課題

• 問題はインフレ時代において、コスト構造を反映した
支援制度になっていない点

• 現在の価格重視型の評価基準を見直す必要があり、
事業者の採算性をしっかり評価する方法に転換すべ
き

• 「長期脱炭素電源オークション」(メインオークションで
はなく)への入札や、CfDの導入などの新たな支援制
度の導入が期待される



インフレに対応する各国

• 日本の洋上風力のLCOEは36円／kWhに上昇との試算あ
り

• 各国は22年から激化したインフレに対応して、迅速に支援
水準を引き上げ

• 米国(東岸州)は物価変動スライドを導入、英国はCfD価格
を67%引き上げ

• EUは2024年の電力市場改革で各国にCfDの導入を義務づ
けを決定。ドイツ政府は最近、CfDの導入を決定

• 日本は同時期にR2、R3で逆方向に動き、上限価格を29円
から19円へ、さらに18円へと引き下げ。物価スライドの導
入も拒否

• インフレがいかに事業に深甚な影響を与えるかという危機
感が薄かったのではないか



必要な支援(価格支援)策は？

• LCOEを踏まえた価格設定が必要(例えば公募
で36円／kWhを踏まえた上下限価格の設定)

• CfDの導入

• R2・R3の容量市場(長期脱炭素電源オーク
ション)への移行

• インフレ時代の太陽光発電の支援策は？
➤洋上風力と太陽光の違い

➤価格支援策(FIT・FIP)はフェードアウトでよいか？

➤容量市場活用の検討



容量市場の重要性



なぜ容量市場か？
• FITによる再エネ促進の成功が卸電力市場の価格を
引き下げ

• 新規電源投資を阻害し、電力の安定供給を揺るがす
事態に至っているとの認識の高まり(「メリットオーダー
効果」(Zensfuβ et al. 2008))

• もともと、卸電力市場で短期限界費用に基づく価格形
成の結果として、投資費用回収が困難になる「ミッシン
グ・マネー(Missing Money)」問題が指摘(Hogan 2005; 
Joskow 2006)

• 再エネの増加は、この問題を増幅
• この問題への対応策として「容量メカニズム(⇔エナ
ジー・オンリー・マーケット：EOM)」が浮上
➤ex. EOMアプローチの代表国であるドイツが2024年8月に、容量
市場を2028年に導入する意向を表明



「ハイブリッド市場論」
(“Hybrid Market Regime”: Roques & Finon 2017)

• 電源構成の決定の「場」は、卸電力市場から容
量市場に移行

• 容量市場で投資決定が行われ(第1段階)、そこ
で決まった電源構成を前提に、卸電力市場で誰
がどれだけ発電するかが決定される(第2段階)

• 2段階決定の仕組み(「ハイブリッド市場」)では、
容量市場での決定が脱炭素化と整合的でなけ
れば、電力部門の脱炭素化は成功しない
➤容量市場が投資決定、ひいては電源構成に決定的な影響

を及ぼすようになるから





日本はどうか？
～2028年度対象「メインオークション」約定結果～



日本はどうか？
～2024年度「長期脱炭素電源オークション」約定結果～



日本の容量市場の課題

• 参加要件として、FIT／FIPの適用電源は除外されること、
最低入札容量は10万kW以上と定められていることが「壁」
に

• 投資決定を行う第1段階で再エネは事実上、容量市場から
排除された状態

➤容量市場を通じて再エネ投資を促す仕組みは機能していない

• 容量市場の本来的な役割は新規投資の促進だが、実際
には既存電源投資が大半を占め、電源の新陳代謝を促す
仕組みが内蔵されていない

• 米・仏・伊など多くの国々が、再エネ支援を行いつつ容量
市場への再エネ参加を許容(Kozlova & Overland 2022)

➤カリフォルニア州を対象とするシミュレーション分析では、容量市場を通じて脱炭
素電源投資を促す一方、火力発電の退出を促す仕組みを別途用意することで、
電源の新陳代謝を加速させつつ速やかに電力部門の脱炭素化を実現できるとの
結果(Lebeau et al. 2024)



容量市場への再エネ参加を

• 参加要件の再検討
• 調整率の問題
• 洋上風力の場合
➤すでにメインオークションへの参加は認められているが、1年だけ
の保証なので、長期投資インセンティブとしては弱い
➤R2・R3の場合・・・「落札後の条件変更は不公平」との指摘もある
が、すでに三菱商事がFIP点を認められた先例
➤R2、R3はゼロプレミアムで入札しており、国の支援が実質的にな
い状態。参加要件も実質的にクリア

• 太陽光の場合
➤太陽光の場合・・・①FIT・FIP支援については要調整、②10万kW
要件については、アグリゲートをどうするか
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